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入時期は外見上の必要性から判断されがちであり，重度
の要介護高齢者や身体障害者が優先されている．受入期
間は退所後の行先の確保や症状の重度化に関連が深い．
本調査は施設等の施設長，事務長相当の方や，避難者
対応を行なったスタッフに回答を求めたことから，福祉
避難所へ移送された要配慮者が分析の主な対象となって
いる．要配慮者のうち，自宅に留まったり，車中泊を続
けた方々については把握していない．今後，支援者や近
隣住民等との関係も含め，包括的に捉えた要配慮者の避
難経緯のあり方を検討していく必要がある．
補注 
（1）「福祉避難所」とは，高齢や障害の程度の重い者，虚弱な者などに
対して提供される，一般避難所に比べて生活環境が整っている建物等
を指す．ただし，介護や医療的ケア，夜間支援等を前提としない．
「一般避難所」とは，不特定多数の被災者に対して提供される建物等
を指す．「二次避難所」とは，避難生活の長期化に伴い，何らかの理
由で一般避難所等から二次避難した先の建物等の事を指す．ここでは，
対象者を要配慮者（またはその家族）と限定しない．
（2）参考文献8）によると，福祉避難所への避難者数が最多の5月時点で
「13市町村で福祉避難所開設」となっており，熊本県に問い合わせた
ところ，熊本市，八代市，菊池市，宇土市，宇城市，合志市，美里町，
大津町，南阿蘇村，西原村，御船町，益城町，芦北町と回答があった．
芦北町を除き，全て震度5強超を3回以上観測した自治体であり，本調
査対象施設等が立地する自治体として全てカバーしている．一方で，
4月中に全ての福祉避難所を閉鎖した自治体や5月以降に福祉避難所を
開設した自治体に関しては不明である．熊本県外での福祉避難所は，
本調査では対象としていない．
（3）定員20名以上の高齢者・障害者福祉施設等とした理由として，①通
所施設では夜間体制の点で受入が困難であること，②小規模な福祉施
設等では受入可能な空間が少ないことが挙げられる．地域交流スペー
スやデイサービスのスペース等を福祉避難所として開放することを想
定し，小規模な認知症高齢者グループホームは含まれず，2ユニット
以上の特養は含まれる，定員20名以上と設定した．抽出した施設用途
は，「高齢者施設等：特別養護老人ホーム，養護老人ホーム，介護老
人保健施設，有料老人ホーム，サービス付き高齢者向け住宅」「障害
者施設等：指定障害者支援施設，療養介護施設」である．
（4）重複回答の場合，以下のように分類した．①高齢＋身体障害→「身
体障害」，②高齢＋精神障害→「知的・精神障害」，③身体障害＋知
的障害→「知的・精神障害」，④高齢＋家族→「家族」，⑤身体障害
＋家族→「身体障害」
（5）参考文献24）では，「緊急入所（短期入所）等による対応を必要と
する身体状況の要援護者」は緊急入所，「一般の避難所生活において
何らかの特別な配慮を必要とする高齢者であって，身体等の状況が入
所・入院に至らない程度の要援護者」は福祉避難所へ移送されるもの
としている．
（6）参考文献28）では，要援護者トリアージの指標の例として①日本語
での会話の可否，②出血の有無と程度，③搬送方法，④表情，⑤見た
目の付属物，⑥見た目の年代，⑦見た目の妊娠の有無としている．
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   In a large-scale disaster, substantial self-help or mutual-help acvtivities is very important. In 2014, the community 
disaster management planning system started in Japan and it will be spread.  Therefore, we did research what are 
outcomes and issues for disaster management forces of local community through hearing and literature survey. Then, 
it becomes clear that outcomes on local community are risk perception, disaster-management activity and improving 
awareness of disaster for residents. On the other side, the issues are how to make the plan and continuation of 
community disaster-management activity after deciding the disaster management plan.  This result shows that 
supports by facilitators is important for residents to decide the plan and community should continue disaster-
management movement. 
 
Keywords: Community disaster management plan, outcomes and issues by making for community- 
 
 
 
１．研究背景・目的 
 
(1)研究背景 
 阪神・淡路大震災で，倒壊建物の下敷きになった人の
うち，自助・共助によって救出された人の割合は約 98％
であるとの調査結果がある 1)．東日本大震災や熊本地震な
ど，近年の大規模災害を受け，災害時の自助・共助の重
要性がより高まっている．2014 年には災害対策基本法が
改正され，地域防災力向上を目的とする地区防災計画制
度が誕生した．内閣府の地区防災計画ガイドラインによ
ると，地区防災計画は，市区町村内の一定地区の住民が
実施する自発的な防災活動に関する計画である 2)．地区防
災計画は，自治体の防災会議に提案することが可能で，
自治体と地域の連携による共助の強化によって，地域防
災力の向上を目的としている．これまでにも，地域防災
力向上に向けては，防災マップ作成や防災ワークショッ
プ等が実施されているが，新たに地域防災力向上の手段
として地区防災計画が加わった．従来の地域防災活動と
の違いとして，地区防災計画はコミュニティにおいて防
災活動の役割を明文化できる点，計画策定において役員
外の住民参加の可能性が高まる点，行政の地域防災計画
に地区防災計画が反映されることで，災害対策における
地域・行政の連携が可能である点が挙げられる．今後，
地域防災力向上に向けた一つのツールとして，地区防災
計画が普及することが期待されている． 
 
(2)既往研究調査 
 地域防災力向上の取り組みについて，照本 3)，野村ら 4)
は取り組みによる参加住民の防災意識の変化，大友ら 5)，
安部ら 6)は地域の防災マップ作成による成果について注目
している．また，大山ら 7)は，防災ワークショップの観察
を通して得られた成果と留意すべき点について注目して
いる．地区防災計画については，大原ら 8)や石塚ら 9)など
で，地区防災計画や類似する計画の策定手法を提案，磯
打ら 10)，紅谷 11)は，地区防災計画制度への期待，可能性
に注目している． 
 このように，地域防災力向上の取り組みに関する既往
の研究では，主に取り組みの観察や参加住民のアンケー
ト調査に基づき，現れた成果を分析している．一方，地
区防災計画は，制度誕生から間もないため，計画策定に
至るまでの経緯や策定過程，策定された結果がもたらし
た成果・課題が明らかにされていないのではないかと考
えられる．今後，地区防災計画は普及することが予想さ
れる．したがって，地区防災計画を一つのツールとして，
地域防災力の向上が期待されることから，地区防災計画
を策定するという行為が，その行為の前後も含めて，地
域コミュニティの防災力に与えた成果・課題を明らかに
することは重要であるといえる． 
地域安全学会論文集 No.31, 2017. 1
97
 2 
 
 内閣府では地区防災計画制度を普及させるため，平成
26 年度から，地区防災計画の作成や防災訓練等を行うモ
デル地区を選定し，それらの取組を支援する事業を実施
していることから，これらのモデル地区を事例として，
策定の成果・課題を明らかにすることができるのではな
いかと考えた． 
 
(3)研究目的 
 以上の観点から，本研究では，内閣府の地区防災計画
モデル地区の報告書調査と，行政の防災担当者へヒアリ
ング調査を行い，地区防災計画を策定する行為が，その
前後も含め，地域コミュニティの防災力に与えうる成
果・課題を明らかにし，地区防災計画策定による地域コ
ミュニティの防災力向上の一助とすることを目的とする． 
 地区防災計画は，地域防災力向上を目的としており，
計画の策定により，住民の防災意識向上や対策行動の実
現，自治会の防災組織における防災対策行動の実施につ
ながると期待される．したがって本研究では，地域コミ
ュニティの「防災力」を住民の防災意識の向上と，自治
会における防災組織の活発化とする． 
 
 
２．研究方法・調査概要 
 
 本研究では，地区防災計画策定モデル地区の報告書調
査と，自治体の防災担当者へのヒアリング調査を行った．
以下に各調査の概要を述べる． 
 
(1) 地区防災計画策定モデル地区報告書調査 
 内閣府では，地区防災計画策定のモデル地区を指定し，
専門家の派遣を通して，地区防災計画策定の支援を行っ
ている．内閣府(防災担当)のホームページ「みんなでつく
る地区防災計画」2)では，モデル地区の期間中の取り組み
に関する報告書を公表している．本研究では，事前調査
として，平成 26年度モデル地区報告書(全 15編)を入手し，
モデル地区における成果・課題を把握した．対象とした
モデル地区を表 1，報告書から収集した情報を表 2に示す． 
 
表 1 報告書調査の対象としたモデル地区一覧 
・岩手県大槌町 安渡地区  福島県桑折町 半田地区 
・新潟県燕市 笈ケ島地区 
・神奈川県横須賀市 よこすか海辺ニュータウン ソフィアステイシア 
・石川県加賀市 三木地区  ・長野県長野市 長沼地区 
・長野県下諏訪町 第一区  ・長野県下諏訪町 第二区 
・静岡市 上足洗3丁目地区・静岡県富士市 富士駅南地区 
・愛知県名古屋市 大和地区 ・愛知県美浜町 布土地区 
・三重県津市 香良洲地区 ・香川県高松市 二番丁地区 
・宮崎県えびの市 上大河平地区 
 
表 2 モデル地区報告書収集内容 
情報の種類 内容例 
地区情報 
・地区名    ・想定災害 
・地区の課題  ・成果物 
策定中の 
課題・成果 
・地区防災計画策定中の課題と対応  
・計画策定による成果 
今後の展望 ・今後の課題とその対応 
 
 (2) 自治体の防災担当者へのヒアリング調査 
 地区防災計画モデル地区報告書からは把握できない，
住民および行政にとっての地区防災計画策定によって生
る成果・課題を把握することを目的とする．地区防災計
画を策定はしていないが，地域防災計画の見直しや新た
な災害対策を実践した地域にヒアリングすることで，地
区防災計画策定によって生じうる成果・課題についても
明らかにしている．自治体の防災担当者を対象に，平成
28年 12月～1月にかけて 5回実施した．ヒアリング調査
の内容を表 3に示す． 
 
表3  自治体ヒアリング調査内容 
分類 調査内容例 
地区防災計画策定 
・地区防災計画策定地区について 
・計画策定の経緯・背景 ・計画策定期間 
・住民に実施した働きかけについて 
計画策定の 
成果・課題 
・計画策定による行政・住民への成果 
・計画策定中に生じた課題と対応 
地域防災力向上の
取り組み 
・取り組みによる行政・住民の成果・課題 
地区防災計画 
策定の意義 
・地区防災計画策定の展望 
・計画策定への働きかけ 
 
ヒアリング調査では，地区防災計画の策定，自治体の
他の地区への波及などに限らず，自治体で実施している
地域防災力向上の取り組みについての成果・課題につい
ても把握している．なお，防災マップの作成や防災まち
歩きなどは，最終的な文面となる地区防災計画を作るう
えでの準備として行う過程であるので，地区防災計画の
一つに含め，ヒアリング調査の分析を行っている．対象
地は，a)茨城県つくば市，b)茨城県常総市，c)茨城県守谷
市，d)東京都足立区，及び e)東京都国分寺市である．以下
に，対象地の災害リスクと，選定理由について説明する． 
a)茨城県つくば市 
 茨城県つくば市では，地震の他，川沿いの地域で水害，
山間部で土砂災害が想定される．市内の筑波山麓地区は，
平成 27 年度内閣府の地区防災計画モデル地区に指定され
ている．モデル地区における地区防災計画策定による成
果・課題を把握することができるのではないかと考え，
調査対象地として選定した． 
b)茨城県常総市 
 茨城県常総市は，主に地震と水害が想定される．平成
27 年の関東・東北豪雨では，鬼怒川の決壊により，浸水
被害，人的被害を受けた地域である．直近の災害で被災
した自治体であるととともに，水害を教訓に世帯ごとの
水害タイムライン作成の取り組みを実施したため，地区
防災計画策定への意向を把握できる可能性が高いと考え，
選定した． 
c)茨城県守谷市 
 茨城県守谷市では，地震，川沿いの一部の地域で水害
が想定される．調査当時，守谷市では地域防災計画の全
面改定が実施されていることから，自治体の地区防災計
画に対する認識を把握できると考え，選定した． 
d)東京都足立区 
 東京都足立区では，首都直下地震(東京湾北部を震源)で，
最大で死者約 700 人，焼失棟数約 16000 棟が想定される
13)．平成 27年度は区内 2地区で，平成 28年度は区内 7地
区で地区防災計画の策定が行われた．災害危険度が高い
ことから，地域防災力向上の取り組みが積極的に行われ
ているため，調査対象地として選定した． 
e)東京都国分寺市 
 東京都国分寺市では，首都直下地震(東京湾北部立川断
層帯を震源)で，最大で死者約 190人，全壊棟数約 2400棟，
焼失棟数約 4200棟が想定される．昭和 56年から，防災ま
ちづくり推進地区の指定を通して，地区防災計画策定な
ど，自治会と市が共同で地域防災力向上の取り組みを実
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 内閣府では地区防災計画制度を普及させるため，平成
26 年度から，地区防災計画の作成や防災訓練等を行うモ
デル地区を選定し，それらの取組を支援する事業を実施
していることから，これらのモデル地区を事例として，
策定の成果・課題を明らかにすることができるのではな
いかと考えた． 
 
(3)研究目的 
 以上の観点から，本研究では，内閣府の地区防災計画
モデル地区の報告書調査と，行政の防災担当者へヒアリ
ング調査を行い，地区防災計画を策定する行為が，その
前後も含め，地域コミュニティの防災力に与えうる成
果・課題を明らかにし，地区防災計画策定による地域コ
ミュニティの防災力向上の一助とすることを目的とする． 
 地区防災計画は，地域防災力向上を目的としており，
計画の策定により，住民の防災意識向上や対策行動の実
現，自治会の防災組織における防災対策行動の実施につ
ながると期待される．したがって本研究では，地域コミ
ュニティの「防災力」を住民の防災意識の向上と，自治
会における防災組織の活発化とする． 
 
 
２．研究方法・調査概要 
 
 本研究では，地区防災計画策定モデル地区の報告書調
査と，自治体の防災担当者へのヒアリング調査を行った．
以下に各調査の概要を述べる． 
 
(1) 地区防災計画策定モデル地区報告書調査 
 内閣府では，地区防災計画策定のモデル地区を指定し，
専門家の派遣を通して，地区防災計画策定の支援を行っ
ている．内閣府(防災担当)のホームページ「みんなでつく
る地区防災計画」2)では，モデル地区の期間中の取り組み
に関する報告書を公表している．本研究では，事前調査
として，平成 26年度モデル地区報告書(全 15編)を入手し，
モデル地区における成果・課題を把握した．対象とした
モデル地区を表 1，報告書から収集した情報を表 2に示す． 
 
表 1 報告書調査の対象としたモデル地区一覧 
・岩手県大槌町 安渡地区  福島県桑折町 半田地区 
・新潟県燕市 笈ケ島地区 
・神奈川県横須賀市 よこすか海辺ニュータウン ソフィアステイシア 
・石川県加賀市 三木地区  ・長野県長野市 長沼地区 
・長野県下諏訪町 第一区  ・長野県下諏訪町 第二区 
・静岡市 上足洗3丁目地区・静岡県富士市 富士駅南地区 
・愛知県名古屋市 大和地区 ・愛知県美浜町 布土地区 
・三重県津市 香良洲地区 ・香川県高松市 二番丁地区 
・宮崎県えびの市 上大河平地区 
 
表 2 モデル地区報告書収集内容 
情報の種類 内容例 
地区情報 
・地区名    ・想定災害 
・地区の課題  ・成果物 
策定中の 
課題・成果 
・地区防災計画策定中の課題と対応  
・計画策定による成果 
今後の展望 ・今後の課題とその対応 
 
 (2) 自治体の防災担当者へのヒアリング調査 
 地区防災計画モデル地区報告書からは把握できない，
住民および行政にとっての地区防災計画策定によって生
る成果・課題を把握することを目的とする．地区防災計
画を策定はしていないが，地域防災計画の見直しや新た
な災害対策を実践した地域にヒアリングすることで，地
区防災計画策定によって生じうる成果・課題についても
明らかにしている．自治体の防災担当者を対象に，平成
28年 12月～1月にかけて 5回実施した．ヒアリング調査
の内容を表 3に示す． 
 
表3  自治体ヒアリング調査内容 
分類 調査内容例 
地区防災計画策定 
・地区防災計画策定地区について 
・計画策定の経緯・背景 ・計画策定期間 
・住民に実施した働きかけについて 
計画策定の 
成果・課題 
・計画策定による行政・住民への成果 
・計画策定中に生じた課題と対応 
地域防災力向上の
取り組み 
・取り組みによる行政・住民の成果・課題 
地区防災計画 
策定の意義 
・地区防災計画策定の展望 
・計画策定への働きかけ 
 
ヒアリング調査では，地区防災計画の策定，自治体の
他の地区への波及などに限らず，自治体で実施している
地域防災力向上の取り組みについての成果・課題につい
ても把握している．なお，防災マップの作成や防災まち
歩きなどは，最終的な文面となる地区防災計画を作るう
えでの準備として行う過程であるので，地区防災計画の
一つに含め，ヒアリング調査の分析を行っている．対象
地は，a)茨城県つくば市，b)茨城県常総市，c)茨城県守谷
市，d)東京都足立区，及び e)東京都国分寺市である．以下
に，対象地の災害リスクと，選定理由について説明する． 
a)茨城県つくば市 
 茨城県つくば市では，地震の他，川沿いの地域で水害，
山間部で土砂災害が想定される．市内の筑波山麓地区は，
平成 27 年度内閣府の地区防災計画モデル地区に指定され
ている．モデル地区における地区防災計画策定による成
果・課題を把握することができるのではないかと考え，
調査対象地として選定した． 
b)茨城県常総市 
 茨城県常総市は，主に地震と水害が想定される．平成
27 年の関東・東北豪雨では，鬼怒川の決壊により，浸水
被害，人的被害を受けた地域である．直近の災害で被災
した自治体であるととともに，水害を教訓に世帯ごとの
水害タイムライン作成の取り組みを実施したため，地区
防災計画策定への意向を把握できる可能性が高いと考え，
選定した． 
c)茨城県守谷市 
 茨城県守谷市では，地震，川沿いの一部の地域で水害
が想定される．調査当時，守谷市では地域防災計画の全
面改定が実施されていることから，自治体の地区防災計
画に対する認識を把握できると考え，選定した． 
d)東京都足立区 
 東京都足立区では，首都直下地震(東京湾北部を震源)で，
最大で死者約 700 人，焼失棟数約 16000 棟が想定される
13)．平成 27年度は区内 2地区で，平成 28年度は区内 7地
区で地区防災計画の策定が行われた．災害危険度が高い
ことから，地域防災力向上の取り組みが積極的に行われ
ているため，調査対象地として選定した． 
e)東京都国分寺市 
 東京都国分寺市では，首都直下地震(東京湾北部立川断
層帯を震源)で，最大で死者約 190人，全壊棟数約 2400棟，
焼失棟数約 4200棟が想定される．昭和 56年から，防災ま
ちづくり推進地区の指定を通して，地区防災計画策定な
ど，自治会と市が共同で地域防災力向上の取り組みを実
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施するなどの実績があるため，対象地として選定した． 
 
 ヒアリング調査で得られた意見をKJ法によってまとめ
る．なお，本研究では，住民や地域におけるの防災意識
の向上，防災活動の活発化に注目しているため，担当者
の意見のうち，実施した活動(防災まち歩き，ワークショ
ップの実施など)や，地域防災力向上につながる政策(ハー
ド対策の整備，災害対応の政策など)を除いた，地区防災
計画策定による成果・課題に当たる部分を抽出する． 
それらの意見のうち，関連する意見をまとめ，共通の
見出しをつけて小グループ化し，小グループ同士で関連
あるグループを大グループ化する． 
 最後に，モデル地区報告書調査とヒアリング調査の結
果を照合し，地区防災計画策定が，地域コミュニティの
防災力に与えた成果・課題を把握する． 
 
 
３．地区防災計画モデル地区報告書調査による分析 
 
(1)調査結果 
a) 地区防災計画策定による成果 
 モデル地区報告書から読み取ることができた，地区防
災計画策定の成果は，次の 5点である． 
 住民への成果は，①モデル事業中に実施した防災マッ
プの作成等によって，危険の回避に向けた気づきを得る
ことができたこと，②地区防災計画の策定過程を通して，
住民の防災意識が向上したこと，である．自治会や地域
にとっての成果は，③地域の防災基盤の整備の兆し，④
地域と行政の連携強化，⑤災害の教訓を継承する材料と
して地区防災計画を策定できたこと，が挙げられた．各
モデル地区の報告書より確認・推察された地区の成果表4
に示す．なお，表4で記されていない地区においては，成
果が見られなかったわけではないことに留意されたい． 
b) 地区防災計画策定による課題 
 モデル地区報告書から得られた課題は，策定前，策定
中，策定後の時系列に分類することができた．以下に意
見の例を述べる． 
 策定前の課題は，同じ地域の中でも防災意識の差があ
ること，さらなる地域防災活動に向けて，住民は公助が
不可欠だと認識していたことなど，自治会や地域の持つ
課題が挙げられた． 
 策定中は，地域による津波想定の認識の違いの存在，
一部の住民による地区防災計画策定と捉えられたこと，
生命に関わる危険個所と財産被害に関わる危険個所の混
同が挙げられた．また，地区防災計画そのもの，内容の
理解から開始するところから始めた地区も見られた． 
 策定後では，地区防災計画策定後の地域における防災
活動の継続，普及に関連する課題が挙げられた．具体的
には，地域において地区防災計画に基づく防災訓練の実
施や，訓練の結果を住民にフィードバックする必要があ
ることのほか，地域における防災活動の維持，具体化な
どである． 
 
 
表4  モデル地区における地区防災計画策定による成果 
成果 
 
地区名 
成果・住民 成果・地域／自治会 
①危険回避気づき ②防災意識向上 
③防災基盤 
整備の兆し 
④地域行政の 
連携強化 
⑤災害教訓の 
継承材料 
大槌町 安渡地区   ・計画の改定から訓
練，見直しまでの一連
の流れ 
・防災訓練の開催や，
話し合いによる行政と
の連携強化 
・東日本大震災の教訓
を継承する地区防災計
画策定 
桑折町 半田地区    ・素案作りにおける行
政の支援 
 
燕市 笈ケ島地区     ・大雨災害記録を盛り
込んだ防災マップ作成 
よこすか海辺ニュータウン
ソフィアステイシア 
     
加賀市 三木地区   ・地域における防災対
策検討の契機 
 ・過去の地震災害の被
災状況などを盛りこん
だ防災マップ作成 
長野市 長沼地区      
下諏訪町 第一区 ・役員による議論の
進行で，危険回避へ
の気づき 
    
下諏訪町 第二区 ・防災マップ作成に
向けた街歩きによる
危険回避の把握 
   ・過去の水害の履歴を
基に防災マップを作成 
静岡市 上足洗3丁目地区   ・地区防災のための組
織体制強化 
  
富士市 富士駅南地区      
名古屋市 大和地区  ・住民の共助に対
する認識の広がり 
・メンバー間での地域
に合う防災に取り組む
機運の高まり 
  
美浜町 布土地区      
津市 香良洲地区    ・計画内に学校・地域
が災害時のルールの共
有を位置づけ 
 
高松市 二番丁地区      
えびの市 上大河平地区      
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表5 モデル地区における地区防災計画策定過程で生じた課題 
地区名 策定前 策定中 策定後 
大槌町 安渡地区 ・東日本大震災での犠牲者 
・避難行動要支援者を災害から保護 
 ・地域防災活動の継続・更新 
・地域防災活動の具体化・浸透 
桑折町 半田地区 
・地区での想定災害に対応する必要 
・避難行動要支援者を災害から保護 
・継続的な防災の取り組み・改善 
・地区に防災に詳しい人がいない ・素案作りの行政サポートの必要性 
・防災訓練結果のフィードバック 
・役員の入れ替わりへの対応 
燕市 笈ケ島地区 
 ・自治会が道路で分断 
・地区内の避難場所不足 
・他地区との連携が必要 
 
よこすか海辺ニュータウン 
ソフィアステイシア 
・避難行動要支援者を災害から保護 ・発災直後～1週間ほどの対応 
・在宅避難 
 
加賀市 三木地区 ・継続的な防災の取り組み・改善 ・地区による防災意識の差  
長野市 長沼地区 
・災害によって地区の避難所が限定 
・避難行動要支援者を災害から保護 
・継続的な防災の取り組み・改善 
  
下諏訪町 第一区 
・災害時地区内の避難ルートが限定 
・避難所がない地区の存在 
・避難行動要支援者を災害から保護 
・一部の住民による計画策定と認識 
・行政に対する災害だけでなく， 
 日常的な要望 
 
下諏訪町 第二区 
・避難行動要支援者を災害から保護 ・命の危険個所と被害危険個所の混同 
・行政の関与が押しつけと捉えられた 
 ことによる住民理解の阻害 
 
静岡市 上足洗 3丁目地区 
・避難行動要支援者を災害から保護 
・継続的な防災の取り組み・改善 
・地区の防災のための組織編成 
・継続的な防災活動体制 
・目に見える成果の達成 
・正式な組織への昇格との認知 
・ 
富士市 富士駅南地区 
 ・地区防災計画の内容に対する理解 
・計画策定組織の結成 
・役員交代による自主防災組織の活動 
 継続 
 
名古屋市 大和地区 
 ・地区内での防災意識の差 
・防災の取り組みの向上へ公助が不可欠 
・計画策定組織の結成 
 
美浜町 布土地区 
・災害時地区内の避難ルートが限定 
・避難行動要支援者を災害から保護 
・住民への災害体験のヒアリングの機会 
 がない 
・防災訓練に対して面倒だという意識 
 
津市 香良洲地区 
 ・役員交代による自主防災組織の活動 
 継続 
・暗黙知とされたルールが共有されず 
 
高松市 二番丁地区 ・避難行動要支援者を災害から保護   
えびの市 上大河平地区 
・避難行動要支援者を災害から保護 ・地区に防災に詳しい人がいない 
・緊急連絡先として家族の連絡先の共有 
・避難行動要支援者と支援者の意思疎通 
・地区防災計画の内容に対する理解 
 
 
 モデル地区報告書から挙げられた課題について，各地
区の報告書から読み取れた内容を表 5 に示す．空欄は課
題が見られなかったわけではないことに留意されたい． 
 
 
４．自治体インタビュー調査結果の構造化 
(1) 地区防災計画策定による成果 
 本節では，自治体の防災担当者へのヒアリング結果か
ら得られた，地区防災計画策定による成果をまとめる． 
 自治体のヒアリング調査では，地区防災計画策定の結
果，住民側と行政側の双方で成果が得られたことが明ら
かになった．住民への成果は，住民が自分の地域を知る
ことができること，コミュニティ活性化，住民の意識向
上などが挙げられた．行政にとっての成果は，住民の知
っている危険個所の把握，地区防災計画が地域防災計画
に規定されることで，地域防災計画に基づいて災害対応
が可能であるといった意見が挙げられた． 
 3章のモデル地区報告書調査で，住民側の成果に，危険
回避に関する気づき，防災意識の向上，自治会への成果
として，防災基盤の整備の兆しや，行政との連携強化，
地区防災計画が災害教訓の継承材料としての期待が挙げ
られた．ヒアリング調査では，これらに加え，住民同士
のコミュニケーション，コミュニティ活性化，地区の防
災活動の進歩，災害時の行動検討が挙げられた． 
a) 住民への成果 
 本項では，ヒアリング調査で得られた住民への成果に
ついて，意見の例と考察を述べる．住民への成果として
は，①自分の住む地域を知る，②住民同士のコミュニケ
ーション，③コミュニティ活性化，④地区における防災
活動の進歩，⑤災害時の行動の検討，⑥災害時に活きる，
⑦住民の意識向上である．ヒアリング自治体から各項目
に該当する回答の要約を表6に示す． 
①自分の住む地域を知る 
・住民が住んでいる地区の災害リスクを理解できた 
・居住する地区の地形，避難所を知ることができる 
・住民に，災害に対して話す場を提供できた 
 これは，地区防災計画策定の一連のプロセスの中で，
防災勉強会等を行ったことによって生まれる効果である
といえる．地区防災計画の策定は，地域防災力向上の取
り組みが行われていない地域にとって，住民が居住する
地域を知ることに加え，災害時の危険個所の情報を共有
する機会となる．従前から防災活動を行っている地域に
とっては，住民が把握している災害のリスクや防災資源
等を再確認する機会だといえる． 
②住民同士のコミュニケーション 
・高齢の人からの意見により，地区の災害について
初めて聞いた人が見られた 
・住民に災害について話す場を提供できた 
・地区においてコミュニケーションをとることがで
きる． 
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表5 モデル地区における地区防災計画策定過程で生じた課題 
地区名 策定前 策定中 策定後 
大槌町 安渡地区 ・東日本大震災での犠牲者 
・避難行動要支援者を災害から保護 
 ・地域防災活動の継続・更新 
・地域防災活動の具体化・浸透 
桑折町 半田地区 
・地区での想定災害に対応する必要 
・避難行動要支援者を災害から保護 
・継続的な防災の取り組み・改善 
・地区に防災に詳しい人がいない ・素案作りの行政サポートの必要性 
・防災訓練結果のフィードバック 
・役員の入れ替わりへの対応 
燕市 笈ケ島地区 
 ・自治会が道路で分断 
・地区内の避難場所不足 
・他地区との連携が必要 
 
よこすか海辺ニュータウン 
ソフィアステイシア 
・避難行動要支援者を災害から保護 ・発災直後～1週間ほどの対応 
・在宅避難 
 
加賀市 三木地区 ・継続的な防災の取り組み・改善 ・地区による防災意識の差  
長野市 長沼地区 
・災害によって地区の避難所が限定 
・避難行動要支援者を災害から保護 
・継続的な防災の取り組み・改善 
  
下諏訪町 第一区 
・災害時地区内の避難ルートが限定 
・避難所がない地区の存在 
・避難行動要支援者を災害から保護 
・一部の住民による計画策定と認識 
・行政に対する災害だけでなく， 
 日常的な要望 
 
下諏訪町 第二区 
・避難行動要支援者を災害から保護 ・命の危険個所と被害危険個所の混同 
・行政の関与が押しつけと捉えられた 
 ことによる住民理解の阻害 
 
静岡市 上足洗 3丁目地区 
・避難行動要支援者を災害から保護 
・継続的な防災の取り組み・改善 
・地区の防災のための組織編成 
・継続的な防災活動体制 
・目に見える成果の達成 
・正式な組織への昇格との認知 
・ 
富士市 富士駅南地区 
 ・地区防災計画の内容に対する理解 
・計画策定組織の結成 
・役員交代による自主防災組織の活動 
 継続 
 
名古屋市 大和地区 
 ・地区内での防災意識の差 
・防災の取り組みの向上へ公助が不可欠 
・計画策定組織の結成 
 
美浜町 布土地区 
・災害時地区内の避難ルートが限定 
・避難行動要支援者を災害から保護 
・住民への災害体験のヒアリングの機会 
 がない 
・防災訓練に対して面倒だという意識 
 
津市 香良洲地区 
 ・役員交代による自主防災組織の活動 
 継続 
・暗黙知とされたルールが共有されず 
 
高松市 二番丁地区 ・避難行動要支援者を災害から保護   
えびの市 上大河平地区 
・避難行動要支援者を災害から保護 ・地区に防災に詳しい人がいない 
・緊急連絡先として家族の連絡先の共有 
・避難行動要支援者と支援者の意思疎通 
・地区防災計画の内容に対する理解 
 
 
 モデル地区報告書から挙げられた課題について，各地
区の報告書から読み取れた内容を表 5 に示す．空欄は課
題が見られなかったわけではないことに留意されたい． 
 
 
４．自治体インタビュー調査結果の構造化 
(1) 地区防災計画策定による成果 
 本節では，自治体の防災担当者へのヒアリング結果か
ら得られた，地区防災計画策定による成果をまとめる． 
 自治体のヒアリング調査では，地区防災計画策定の結
果，住民側と行政側の双方で成果が得られたことが明ら
かになった．住民への成果は，住民が自分の地域を知る
ことができること，コミュニティ活性化，住民の意識向
上などが挙げられた．行政にとっての成果は，住民の知
っている危険個所の把握，地区防災計画が地域防災計画
に規定されることで，地域防災計画に基づいて災害対応
が可能であるといった意見が挙げられた． 
 3章のモデル地区報告書調査で，住民側の成果に，危険
回避に関する気づき，防災意識の向上，自治会への成果
として，防災基盤の整備の兆しや，行政との連携強化，
地区防災計画が災害教訓の継承材料としての期待が挙げ
られた．ヒアリング調査では，これらに加え，住民同士
のコミュニケーション，コミュニティ活性化，地区の防
災活動の進歩，災害時の行動検討が挙げられた． 
a) 住民への成果 
 本項では，ヒアリング調査で得られた住民への成果に
ついて，意見の例と考察を述べる．住民への成果として
は，①自分の住む地域を知る，②住民同士のコミュニケ
ーション，③コミュニティ活性化，④地区における防災
活動の進歩，⑤災害時の行動の検討，⑥災害時に活きる，
⑦住民の意識向上である．ヒアリング自治体から各項目
に該当する回答の要約を表6に示す． 
①自分の住む地域を知る 
・住民が住んでいる地区の災害リスクを理解できた 
・居住する地区の地形，避難所を知ることができる 
・住民に，災害に対して話す場を提供できた 
 これは，地区防災計画策定の一連のプロセスの中で，
防災勉強会等を行ったことによって生まれる効果である
といえる．地区防災計画の策定は，地域防災力向上の取
り組みが行われていない地域にとって，住民が居住する
地域を知ることに加え，災害時の危険個所の情報を共有
する機会となる．従前から防災活動を行っている地域に
とっては，住民が把握している災害のリスクや防災資源
等を再確認する機会だといえる． 
②住民同士のコミュニケーション 
・高齢の人からの意見により，地区の災害について
初めて聞いた人が見られた 
・住民に災害について話す場を提供できた 
・地区においてコミュニケーションをとることがで
きる． 
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③コミュニティ活性化 
・今まで知らなかった住民について知ることが出来
たのではないか 
・地域防災力向上のプロジェクトを契機に，地区の
コミュニティが活発になる 
 ②，③から，自治会や地域にとって，地区防災計画の
策定は，住民同士のコミュニケーションを通して，防災
を契機に，地域コミュニティ活性化につながるのではな
いかと行政は期待していることが読み取れる．これは地
区防災計画策定の目的である，「地域防災力を高めて、
地域コミュニティを維持・活性化すること」と一致する． 
 地区防災計画の策定は，住民同士のコミュニケーショ
ン，コミュニティ活性化のためのきっかけづくりである
ことから，計画策定を手始めにコミュニティ活性化に向
けた取り組みを地域で行うことが重要であると考えられ
る． 
④地区における防災活動の進歩 
・自地区での避難行動要支援者の把握につながる 
・住民が平常時に，地区において防災体制を作る 
・各地区が自発的に防災の取り組みを進めていく 
 この指摘は，前述の住民同士のコミュニケーション，
コミュニティ活性化と同様，地区防災計画を策定すると
いう行為が，その前後も含めて，地域コミュニティにと
って，地域防災活動の基盤整備や，防災まちづくりの実
現のための第一歩となることへの期待と考えられる．地
域コミュニティの中で，地区防災計画を実践・更新して
いくためには，計画策定後，日ごろから防災活動を実践
していくことが必要であるといえる． 
⑤災害時の行動を考える 
・時間を追って，自分の取るべき行動が分かる 
 地区防災計画では．災害発生前だけではなく，発生直
後から復旧・復興期にかけて，想定される地区の被災シ
ナリオに対して，地区においてとるべき行動がタイムラ
インとして明記されている．地区防災計画の中では，災
害発生前の事前準備の段階から，災害状況が変化・拡大
するステージに従って，地区で取るべき行動を検討する
ことが必要であるということがわかる． 
⑥災害時に活きる 
・災害時に被害を最小限にできるとよい 
・避難行動の実現により逃げ遅れの解消につながる
と思う 
・災害時に地区で対応できる 
 
 これは，モデル地区の報告書や既往研究の知見を踏ま
えると，最終的に，地区防災計画の策定後，地域防災活
動を継続したことで災害発生時に期待される効果である
と考えられる．災害時，地区防災計画に基づき地域の防
災活動が機能するためには，継続的に防災訓練を行い，
地区防災計画を検証し，実践・更新していくことが重要
である．ただ，地区防災計画策定後に，防災活動を行う
ことが難しい地区が出てくることも考えられることから，
その場合には，計画策定後も自治会と行政が連携し，災
害時に地区防災計画が機能するよう，防災活動への助言
等の支援体制が必要であろう． 
⑦住民の意識向上 
・自治会を中心に，自分たちのことは自分でやると
話していた 
・「地域のことを地域で守ろう」と話す住民が増え
た 
・「地区防災計画を策定する」視点で地区を歩いた
ので，防災意識が向上した 
 これは，地区防災計画の策定中，計画策定後に地区防
災計画に基づいて防災活動を行うことで現れる成果であ
ると考えられる．地区防災計画の策定は，策定中，策定
後を通して，住民に対し，地域コミュニティに，自分の
住む地域は自分たちで守るという，地域防災に対するわ
がこと意識だけではなく，地域への愛着，地域防災活動
に貢献するという責任感を持たせることができたのでは
ないかと考えられる． 
b) 行政への成果 
①行政の災害対応 
・災害時，地域防災計画に基づく対応に充てられる 
 これは，地区防災計画が，行政の地域防災計画に位置
付けられることによって，公的な活動として，地域住民
の災害対応を行政がバックアップできるためであるとい
える． 
②危険個所の把握 
・住民の知る地域の危険個所を詳細に把握できる 
・消防にとっては，今まで知らなかった地区の危険
個所を知ることが出来た 
 これは，地区防災計画策定の話し合いの場に，行政の
防災担当者が出席することによって生まれる効果である
といえる．住民の把握する危険個所の情報が，消防と共
有されることにより，災害時の消防・救急活動の参考に
なると期待される． 
表6  住民の成果  各自治体の回答(要約)(各項目の回答例) 
成果 
自治体 
① 
地域を知る 
② 
コミュニケーシ
ョン 
③ 
コミュニティ 
活性化 
④ 
防災活動進歩 
⑤ 
行動の検討 
⑥ 
災害時に 
活きる 
⑦ 
意識向上 
つくば市 ・居住地区の 
 リスク理解 
・WSによる 
 リスク共有 
・従前は知らな 
 い住民の把握 
 可能性 
    
常総市 ・居住地区の 
 リスク理解 
・地区のコミュ 
 ニケーション 
・取り組みを契 
 機にコミュニ 
 ティの活発化 
・地区の要支援 
 者の把握につ 
 ながる 
・時間を追って 
 取るべき行動 
 の理解 
・避難行動要支 
 援者の共助に 
 つながる 
 
守谷市   ・防災訓練によ 
 り，地域の絆 
 が深まる 
・防災マップ作 
 成は地区防災 
 計画の第一歩 
 ・災害時に被害 
 を最小限にで 
 きるとよい 
 
足立区    ・地区防災計画 
 に基づくまち 
 づくりへ進展 
  ・防災意識向上 
国分寺市    ・平常時に地区 
 で防災体制を 
 つくる 
  ・自発的に防災 
 に取り組む考 
 えの住民増加 
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自分の住む
地域を知る
住民同士の
コミュニケーション
コミュニティ
活性化
地区における
防災活動の進歩
災害時の行動を
考える
災害時に活きる
住民の
意識向上
①
②
③
図 1 地区防災計画策定による成果の流れ 
(ヒアリング調査結果より) 
c) 本節のまとめ 
 本節では，地区防災計画の策定によって，住民に与え
る成果について，自治体へのヒアリング調査の結果をも
とにまとめた．地区防災計画策定の時系列に整理し，ま
とめると図 1のようになる． 
 地区防災計画策定による住民の成果は，「①計画策定
過程による意識の向上」，「②防災を契機とするコミュ
ニティの活性化」，「③住民の防災意識向上と防災活動
の進歩の相乗効果」の 3つに大別できる． 
①地区防災計画策定の過程による意識の向上 
 地区防災計画の策定を通して，住民は，住んでいる
地域の災害リスクや防災資源の情報などを把握できる．
これらの情報をもとに，地区において災害時の対応行
動を検討するとともに，検討段階において住民同士の
コミュニケーションが図られる． 
 地区防災計画策定の一連の過程を通して，住民が災
害に対して自分の事と考えたことにより，防災意識の
向上につながると考えられる． 
②防災を契機とするコミュニティの活性化 
 地区防災計画策定の策定を通して，地域コミュニテ
ィでは，防災をきっかけにしたコミュニティ活性化，
防災活動の進歩につながることが考えられる．これに
より，災害時に，地域において防災活動の実施につな
がることが期待される． 
 このことから，地区防災計画策定の取り組みは，地
域コミュニティの活性化，災害時の地域防災体制の整
備のためのきっかけづくりであると考えられる． 
③住民の防災意識の向上と防災活動の進歩の相乗効果 
 地区防災計画策定によって住民の防災意識が向上し
た結果，地域の防災活動に貢献する．また地域におい
て防災活動が進歩したことによって，住民の防災意識
が向上する．すなわち，住民の防災意識向上と，地域
防災活動の進歩の間には，相乗効果があることが示唆
される． 
 
 
 これらの成果から，地区防災計画の策定そのものは，
地域コミュニティの活性化，地域防災活動を進歩に向け
た，きっかけづくりであるといえる．したがって，災害
時に地域で防災活動が機能するためには，地区防災計画
策定後，地域において防災活動を実施し，地区防災計画
の実践・更新などを通して，地域全体の防災意識の維
持・向上に向けて取り組むことが重要ではないかと考え
られる． 
 
(2) 地区防災計画策定による課題 
 次に，ヒアリング調査から得られた，地区防災計画策
定における課題に関する意見を整理する．前節の成果と
同様，大きく住民側と行政側の各々の主体の課題に分類
されるものと，住民側と行政側両方に跨がる課題が浮き
彫りになった．また，これに加えて，地区防災計画の策
定に影響しうるものとして，地域の災害リスクが挙げら
れた．各自治体からの回答の要約を表 7，表 8に示す． 
a) 住民側の課題 
 ここでは，住民側の課題として挙げられた主な意見と，
考察を述べる．  
① 自治会・住民 
・自治会・町会の活動が不活発になってきている 
・災害時に自治会が機能しない可能性がある 
・コミュニティを活発にする必要がある 
・地区の中でリーダーが必要である 
・住民が自発的に防災活動に参加する必要がある 
・地区防災計画の策定には，住民の使命感が必要で
ある 
・自治会の未加入者をフォローする必要がある 
・自治会役員が交代する 
 このように，自治会における活動の低下やリーダーの
不在，自治会未加入者へのフォロー，地区防災計画策定
時の使命感が挙げられた． 
 ヒアリング結果から，自治会活動をあまり実施してい
ない地域にとって，地区防災計画策定による地域コミュ
ニティへの成果は，大きいと思われる一方，策定に至る
までのハードルが高いのではないかと考えられる． 
 自治会未加入者へのフォローは，地区防災計画の策定
において要検討事項ではないかということが示唆される．
自治会未加入者を，防災計画策定をきっかけにフォロー
する機会が得られるとともに，マンションの災害時一時
避難場所として利用するなど，災害時に地区と連携して
対応することにつながる可能性がある． 
 住民の責任感・使命感は，地区防災計画の策定だけで
はなく，計画策定後の自発的な防災活動につながるため
に挙げられたのではないかと考えられる．地区防災計画
の策定時には，これらの意識が一時的に高まるのではな
いかと考えられるが，計画策定後に，地域で防災活動を
実施することにより，住民の防災意識や，地域防災活動
に貢献するという使命感，責任感を維持・向上させるこ
とが必要であるといえる． 
②活動参加者 
・地区防災計画の策定は，役員だけで進められたの
で，一部住民による策定と思われても仕方がない 
・地域で防災活動に関わる人を確保する必要がある 
・防災だと高齢者の方の参加が多いのではないか 
 これは，計画策定中，策定後に生じる課題である．ヒ
アリング調査では，地区防災計画策定中の取組として，
地区防災計画の素案が完成した後，役員以外の住民に閲
覧してもらって意見を募集する機会を設けた事例も見ら
れた．回覧板の縦覧や，役員による他の住民への聞き取
りなど，地域住民の手によって，地区防災計画を策定で
きるよう工夫を凝らすことが必要ではないかと考える． 
 また地区防災計画の策定後，地域において若者も参加
できるような防災活動を継続的に実施人材確保とともに
地域防災力を維持・向上することが重要である． 
③住民の公助に対する意識 
・ワークショップにおいて，ハード面に話が行きが
ちになる点が注意点である 
・災害対策に公助を重視する住民がいる 
・災害が起こらないよう工事をすれば，地区防災計
画はいらないと考える住民がいる 
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④住民の防災意識 
・住民一人一人が自助を進める必要がある 
・災害を経験していないと，防災意識が下がる 
・災害から時間が経つにつれ，人々は災害を忘れる 
・住民の危機意識を向上させる必要がある 
 これら③，④は，住民が，そもそも公助に対して理解
が不足している，すなわち，公助による災害対策には限
界があり，それを補うのに，住民の自助・共助が必要で
あるということを知らないためではないかと考えられる．
地区防災計画は，住民の自助・共助の重要性の認識，危
機意識向上のためのきっかけづくりである．自治会では
策定後，役員以外の住民や計画策定に関わらなかった住
民への防災意識の向上に向け取り組む必要がある． 
 対策行動の実現，自助・共助の重要性に気付くことが
できるようにするためには，地区防災計画の策定の際に，
計画の広報の仕方についての検討，ファシリテーターに
よる議論の調整が重要ではないかと考えられる． 
⑤計画策定時の住民心理 
・地区防災計画の策定は，住民にとって初めてのこ
とである 
・以前作成した地区防災計画で力を入れていなかっ
た部分を，一から話し合うことが難しかった 
・地区防災計画策定の進め方が分からなかった 
 ヒアリングからは，多くの自治会にとって，地区防災
計画の策定は初めてのことであるため，このような課題
が生じるといえる．国分寺市では，平成 26 年以前から地
区防災計画を策定した地区があり，従前の計画では，検
討していない部分を話し合ったため，話し合うのが難し
かったという課題が挙げられた． 
⑥実効性の確保 
・防災訓練や住民説明会等で，地区防災計画を検証
する必要がある 
・地区防災計画を PDCA サイクルで回す必要があ
る 
・防災訓練を通して地区防災計画を検証し，見直し
ていく必要がある 
 これは，地区防災計画策定後に生じる課題で，防災活
動の継続とも関わる．自治会は策定した地区防災計画に
基づき，継続的に防災活動を行うことを不安に思ってい
るために挙げられたと考えられる．策定後，計画が機能
しない事態を防ぐためには，地区防災計画策定後も自治
会と行政が連携し，意見交換の場等を設け，地区防災計
画の維持・実践・改善に向けたフォロー体制の構築によ
り，継続的な運用が容易になるのではないかといえる． 
⑦住民の地区防災計画の認知 
・住民が，地区防災計画を知らないのではないか． 
・地区防災計画制度が新しく，住民に浸透していな
い 
・住民に，地区防災計画策定の機運がないのではな
いか 
⑧地区防災計画の要望 
・住民から，地区防災計画策定の要望がない． 
・地区防災計画の必要性を感じないのではないか． 
⑨地域の災害リスク 
・市内全域で地震のリスクがある 
・自治体において，災害危険個所が少ない 
 
表7 住民の課題  各自治体の回答(要約)(各項目の回答例) 
課題 
自治体 
① 
自治会住民 
② 
参加者 
③ 
公助意識 
④ 
防災意識 
⑤ 
策定心理 
つくば市   ・災害対策に公助重視の 
 住民の存在 
・市民の防災意識の向上 
 が課題だ 
・策定方法がわからず 
常総市 ・自治会・町会活動が 
 不活発になってきている 
・全住民の参加は，行政 
 が要請しても困難． 
・堤防整備により，住民 
 はソフト防災を必要と 
 しなくなる可能性 
・堤防の整備による防災 
 意識の低下 
・住民の危機意識向上 
 
守谷市 ・自治会役員の交代 
・未加入者のフォロー 
・防災だと，若い人より 
 高齢者の参加が多いの
ではないか． 
・地区防災計画策定を， 
 行政の業務と認識する 
・他の取組と抱き合わせ 
 で行うことで，防災意 
 識を高めていきたい 
・計画の策定に対し，責 
 任感・地域愛を持つ 
足立区  ・役員だけで計画が策定 
 一部住民による策定と 
 思われても仕方がない 
 ・住民一人一人の自助を 
 進める必要がある． 
・地区防災計画策定に 
 住民は戸惑った 
・計画の文言を作ること 
 に住民は負担を感じる 
国分寺市 ・住民が自発的に防災活 
 動をする必要がある 
・地域における防災活動 
 参加者の確保 
 ・対策が進んでも防災に 
 関心のない住民の存在 
・従前の計画で未検討の 
 部分を，一から話し合 
 うことが難しい 
 
表8 住民の課題  各自治体の回答(要約)(各項目の回答例) (続き) 
課題 
自治体 
⑥実効性確保 ⑦計画の認知 ⑧計画の要望 ⑨地域リスク 
つくば市  ・地区防災計画を知らないので 
 はないか 
・地区防災計画 策定要望なし．  
常総市   ・自主防災組織がないと，計画 
 策定機運が高まらないのでは 
ないか． 
 
守谷市 ・地区で，防災マップを更新す 
 る必要 
・地区防災計画自体を知らない 
 のではないか 
・計画の必要性を感じないので
はないか． 
・市内全域で地震発生のリスク 
・災害危険個所が少ない 
足立区 ・PDCAサイクルによる地区防 
 災計画の運用 
・防災訓練での計画の検証 
   
国分寺市 ・地域住民主体の防災訓練実施 
・地域の自主防災活動の推進 
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自分の住む
地域を知る
住民同士の
コミュニケーション
コミュニティ
活性化
地区における
防災活動の進歩
災害時の行動を
考える
災害時に活きる
住民の
意識向上
①
②
③
図 1 地区防災計画策定による成果の流れ 
(ヒアリング調査結果より) 
c) 本節のまとめ 
 本節では，地区防災計画の策定によって，住民に与え
る成果について，自治体へのヒアリング調査の結果をも
とにまとめた．地区防災計画策定の時系列に整理し，ま
とめると図 1のようになる． 
 地区防災計画策定による住民の成果は，「①計画策定
過程による意識の向上」，「②防災を契機とするコミュ
ニティの活性化」，「③住民の防災意識向上と防災活動
の進歩の相乗効果」の 3つに大別できる． 
①地区防災計画策定の過程による意識の向上 
 地区防災計画の策定を通して，住民は，住んでいる
地域の災害リスクや防災資源の情報などを把握できる．
これらの情報をもとに，地区において災害時の対応行
動を検討するとともに，検討段階において住民同士の
コミュニケーションが図られる． 
 地区防災計画策定の一連の過程を通して，住民が災
害に対して自分の事と考えたことにより，防災意識の
向上につながると考えられる． 
②防災を契機とするコミュニティの活性化 
 地区防災計画策定の策定を通して，地域コミュニテ
ィでは，防災をきっかけにしたコミュニティ活性化，
防災活動の進歩につながることが考えられる．これに
より，災害時に，地域において防災活動の実施につな
がることが期待される． 
 このことから，地区防災計画策定の取り組みは，地
域コミュニティの活性化，災害時の地域防災体制の整
備のためのきっかけづくりであると考えられる． 
③住民の防災意識の向上と防災活動の進歩の相乗効果 
 地区防災計画策定によって住民の防災意識が向上し
た結果，地域の防災活動に貢献する．また地域におい
て防災活動が進歩したことによって，住民の防災意識
が向上する．すなわち，住民の防災意識向上と，地域
防災活動の進歩の間には，相乗効果があることが示唆
される． 
 
 
 これらの成果から，地区防災計画の策定そのものは，
地域コミュニティの活性化，地域防災活動を進歩に向け
た，きっかけづくりであるといえる．したがって，災害
時に地域で防災活動が機能するためには，地区防災計画
策定後，地域において防災活動を実施し，地区防災計画
の実践・更新などを通して，地域全体の防災意識の維
持・向上に向けて取り組むことが重要ではないかと考え
られる． 
 
(2) 地区防災計画策定による課題 
 次に，ヒアリング調査から得られた，地区防災計画策
定における課題に関する意見を整理する．前節の成果と
同様，大きく住民側と行政側の各々の主体の課題に分類
されるものと，住民側と行政側両方に跨がる課題が浮き
彫りになった．また，これに加えて，地区防災計画の策
定に影響しうるものとして，地域の災害リスクが挙げら
れた．各自治体からの回答の要約を表 7，表 8に示す． 
a) 住民側の課題 
 ここでは，住民側の課題として挙げられた主な意見と，
考察を述べる．  
① 自治会・住民 
・自治会・町会の活動が不活発になってきている 
・災害時に自治会が機能しない可能性がある 
・コミュニティを活発にする必要がある 
・地区の中でリーダーが必要である 
・住民が自発的に防災活動に参加する必要がある 
・地区防災計画の策定には，住民の使命感が必要で
ある 
・自治会の未加入者をフォローする必要がある 
・自治会役員が交代する 
 このように，自治会における活動の低下やリーダーの
不在，自治会未加入者へのフォロー，地区防災計画策定
時の使命感が挙げられた． 
 ヒアリング結果から，自治会活動をあまり実施してい
ない地域にとって，地区防災計画策定による地域コミュ
ニティへの成果は，大きいと思われる一方，策定に至る
までのハードルが高いのではないかと考えられる． 
 自治会未加入者へのフォローは，地区防災計画の策定
において要検討事項ではないかということが示唆される．
自治会未加入者を，防災計画策定をきっかけにフォロー
する機会が得られるとともに，マンションの災害時一時
避難場所として利用するなど，災害時に地区と連携して
対応することにつながる可能性がある． 
 住民の責任感・使命感は，地区防災計画の策定だけで
はなく，計画策定後の自発的な防災活動につながるため
に挙げられたのではないかと考えられる．地区防災計画
の策定時には，これらの意識が一時的に高まるのではな
いかと考えられるが，計画策定後に，地域で防災活動を
実施することにより，住民の防災意識や，地域防災活動
に貢献するという使命感，責任感を維持・向上させるこ
とが必要であるといえる． 
②活動参加者 
・地区防災計画の策定は，役員だけで進められたの
で，一部住民による策定と思われても仕方がない 
・地域で防災活動に関わる人を確保する必要がある 
・防災だと高齢者の方の参加が多いのではないか 
 これは，計画策定中，策定後に生じる課題である．ヒ
アリング調査では，地区防災計画策定中の取組として，
地区防災計画の素案が完成した後，役員以外の住民に閲
覧してもらって意見を募集する機会を設けた事例も見ら
れた．回覧板の縦覧や，役員による他の住民への聞き取
りなど，地域住民の手によって，地区防災計画を策定で
きるよう工夫を凝らすことが必要ではないかと考える． 
 また地区防災計画の策定後，地域において若者も参加
できるような防災活動を継続的に実施人材確保とともに
地域防災力を維持・向上することが重要である． 
③住民の公助に対する意識 
・ワークショップにおいて，ハード面に話が行きが
ちになる点が注意点である 
・災害対策に公助を重視する住民がいる 
・災害が起こらないよう工事をすれば，地区防災計
画はいらないと考える住民がいる 
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 地区防災計画制度は 2014 年に誕生したが，これら⑦，
⑧，⑨は，内閣府が指定する地区防災計画策定モデル地
区以外の自治体や，地区防災計画を策定していない自治
体の住民にとって，地区防災計画が浸透していないとい
うことを示唆している． 
 また，市内全域で地震が想定され，住民が地区防災計
画策定の必要性を感じないのではないかという意見を挙
げた自治体もあった．このことから，住民の地区防災計
画の要望に与える要因としては，「住民の地区防災計画
の認知」と，「住民が認知している地域の災害リスク」
であることが示唆される． 
 
b) 住民・行政側の課題 
 次に，住民側と行政側の二つの主体に跨がる課題とし
て挙げられた主な意見と考察を述べる．各自治体からの
回答を表 9に示す． 
①地区防災計画策定の停滞 
・自治会役員の交代により，地区防災計画策定の話
合いが止まる可能性がある 
 ヒアリング調査やモデル地区の報告書から，地区防災
計画の策定には 1 年以上かかることが明らかになってい
る．自治会役員，自治会長は 1 年で交代することが多い
ために，この課題が挙げられると考えられる． 
 既往研究では，地域防災力向上の取り組みは，長い時
間をかけて行われるので，行政担当者の交代により取り
組みが停滞することが多いことを指摘しているが，本研
究は，自治会役員の交代が，地区防災計画の策定を停滞
させる要因ではないかということが示唆された．自治会
における引継ぎにおいて，行政と自治会が新しく担当す
る役員をフォローすることが必要であると考えられる． 
②参加者・参加率の問題 
・防災訓練の参加率が低い 
・参加率を上げる工夫が必要である 
・地域の人が主体の防災訓練を行う必要がある 
・地域で防災活動に関わる人を確保する必要がある 
 防災訓練は，地区防災計画策定後の課題である．参加
者が少ない理由には，行政主導の訓練，参加自由の訓練
であることが挙げられている．計画の策定時に，地区の
防災に対して自発的に関わることができるようにするた
め，住民に対する地区防災計画の伝え方，防災訓練への
住民参加の工夫についても，話し合う必要があると考え
られる． 
③活動の工夫 
・住民にわかりやすい提示資料にする必要がある 
・他の自治会活動と抱き合わせて取組みを実施する 
・当事者意識を持たせるよう伝え方を工夫する必要
がある 
・地域とともに防災力を向上させる必要がある 
 地区防災計画策定中の課題である提示資料の課題につ
いては，ヒアリング調査で住民に被害想定を伝える際，
映像を用いて，住民がリスク理解を深めるよう工夫した
事例を聞くことができた．既往研究では，住民がリスク
を理解できるよう，提示資料の内容や見せ方について，
事前に打ち合わせをすることが重要であると指摘してい
るが，地区防災計画でも，計画策定を始める前に，住民
とファシリテーターで打ち合わせを行うことが重要では
ないかと考えられる． 
 住民が参加しやすい自治会のレクリエーション活動や
清掃活動，役員の参加する自治会の定例会議に，防災の
要素を組み合わせて，防災の知識やスキルを身に着けた
り，地区防災計画の策定会議を行うなど，地区防災計画
の策定そのものや策定後の防災活動には多様な方法があ
ることから，各自治会に適した方法で計画の策定，策定
後の防災活動の維持・継続に向けた取り組みを進めてい
くことが重要であることを示唆している．  
 
c) 行政側の課題 
 行政側の課題として挙げられた主な意見と，考察を述
べる． 
①他地区への波及 
 他地域にも広めたいという回答が見られた．広めるに
あたり，成果物を利用するということは，他の地区にと
っては地区防災計画策定前の課題に関係するといえる．
地区防災計画は，地域防災力向上を目的とする一つのツ
ールとして，今後普及することが期待されるため，他地
区の成果を利用することは，これから地域防災計画を策
定する地区の住民にとって，計画策定時の不安の軽減に
つながると考えられる． 
 
 本節では，地区防災計画の策定によって，自治体への
ヒアリング調査の結果をもとにまとめた．前節までの結
果をもとに，地区防災計画策定の時系列に整理した結果
を表 10及び表 11に示す．表の前，中，後は，地区防災計
画策定の時系列をしている． 
 
表9 住民・行政双方および行政側の課題  回答(要約) 
課題 
自治体 
住民・行政 行政 
計画策定の停滞 参加者・参加率 活動の工夫 他地区への波及 
つくば市   ・防災に関心のない人を引き付 
 けるには，何らかの魅力が必 
 要だ 
・地域の行事等に抱き合わて， 
 防災の話をする方が効果的だ 
・モデル地区の成果を使って， 
 他の地区へ広めていきたい． 
・モデル地区の成果を使うこと 
 で，住民は地区防災計画その 
 ものや策定方法を理解できる 
常総市  ・参加率を上げる工夫が必要だ 
・防災訓練の参観が自由なの 
 で，参加者が来ない 
・提示資料を，わかりやすく住 
 民に説明する必要がある 
・地域特性を踏まえると，全地 
 域で作らなくてはならないの 
 ではないか． 
守谷市 ・役員の交代による停滞  ・行政組織を超えた活動が必要 ・各地域特性に合った内容で， 
 最終的に各地区で持たせたい 
足立区  ・防災訓練の参加者が少ない ・市民一人一人に，当事者意識 
 を持たせるため，見せ方・伝 
 え方を工夫する必要がある． 
・最終的には全地区で策定して 
 いきたい 
国分寺市  ・防災活動に参加する人材確保 
 が慢性的な問題だ 
・防災活動に取り組む人づくり 
・地域と共に防災力向上の実現 
・自発的な防災活動に向け，行 
 政が住民を支援する必要 
・他地域でも，町会が自発的に 
 計画を策定してほしい 
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表10 住民の課題 
課題 課題例 
策定 
前 中 後 
①自治会住民 
自治会活動の低下 ○   
未加入者へのフォロー ○ ○  
計画策定への使命感・責任感  ○  
地区内のリーダーの存在 ○ ○  
②参加者 参加者の育成・確保   ○ 
③公助意識 災害対策で公助を重視 ○ ○  
④防災意識 低い防災意識・危機意識 ○   
⑤策定心理 計画策定への戸惑い ○   
⑥実効性確保 地区防災計画の検証・更新   ○ 
⑦計画の認知 住民の地区防災計画の認知 〇   
⑧計画要望 計画策定の要望 〇   
⑨地域リスク 地域における災害リスク 〇   
 
表11 住民・行政行政側の課題 
課題 課題例 
策定 
前 中 後 
①参加者・参加率 
計画策定への参加者  ○  
防災訓練参加者   ○ 
②計画策定の停滞 
自治会役員の交代による
地区防災計画策定の停滞  
○  
③活動の工夫 
行政のサポート   ○ 
提示資料  ○  
他の取り組みとセットで
実施  
○ ○ 
計画の見せ方・伝え方   ○ 
 
 
５．地区防災計画策定による地域コミュニティの
防災力に与えた成果・課題の考察 
 
 本章では，地区防災計画モデル地区報告書とヒアリン
グ調査の結果をもとに，地域コミュニティへの地区防災
計画策定の課題と成果実現までの過程を整理，考察する． 
 図2に示すように，ヒアリング調査とモデル地区報告書
の分析結果との関連性から，地区防災計画の策定が，地
域コミュニティの防災力への成果は，大きく3つの流れに
まとめることができる．以下に具体的を述べる． 
a) 成果 
①住民のリスク認知による成果の記述・指摘 
 地区防災計画策定前，住民の災害リスク認知には差が
あったが，地区防災計画策定の取り組みにおける防災勉
強会や住民同士のコミュニケーションを通して，災害リ
スクや地域の情報を認知・共有することができる．次に，
認知した災害リスクに基づいて，住民や地域における災
害時の対応行動を考えることにより，地域の防災活動の
進歩につながるとともに，災害時に行動にもつながると
いえる．防災活動が進歩したことによって，住民の防災
意識の向上につながる． 
これは，住民が地区防災計画の策定を通して，地域の
災害に対してわがこと意識を持ったことに加えて，地域
防災に対しても責任感が生まれたためだと考えられる．  
②自治会の防災体制への成果の記述・指摘 
 地区防災計画の策定前，自治会は，自治会活動の低下
や，それに伴って災害時に地区の防災活動が機能しない
恐れがあることが課題として挙げられていた．地区防災
計画の策定によって，地域防災について考えたことによ
り，地区における防災活動の進歩につながり，災害時に
地区において防災活動が機能することにつながることで 
地域住民の防災意識の向上にもつながるといえる． 
③住民の防災意識向上に関する記述・指摘 
 地区防災計画の策定前，策定中に，住民や地域コミュ
ニティには，防災対策において公助を重視する認識があ
ったが，地区防災計画の策定において，地域コミュニテ
ィが，災害対策における自助・共助・公助の役割と，自
助・共助の重要性を認知するとともに，地域コミュニテ
ィにおいて自発的に災害時の対応行動を検討したことに
より，防災意識の向上につながるといえる． 
 地区防災計画の策定による防災勉強会や話し合いを通
して，地域コミュニティにおいて，地域防災に対するわ
がこと意識や責任感が生まれたものと考えられる． 
b) 課題 
 本項では，地区防災計画策定において，地域コミュニ
ティの防災力に及ぼす課題について述べる． 
①地域防災活動の継続に関する記述・指摘 
 具体的には，地域コミュニティにおける，地区防災計
画の検証，地区防災計画の見直し，地域防災活動の維
持・継続，具体化・浸透である．住民への課題は，防災
活動参加者の人材育成，住民の自発的な防災活動の実現
である． 
 これらの課題は，地域コミュニティにとって，地区防
災計画を策定そのものが目的だと考えるために生じると
推測される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2地区防災計画策定による地域コミュニティの防災力への課題から成果までの流れ 
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 地区防災計画制度は 2014 年に誕生したが，これら⑦，
⑧，⑨は，内閣府が指定する地区防災計画策定モデル地
区以外の自治体や，地区防災計画を策定していない自治
体の住民にとって，地区防災計画が浸透していないとい
うことを示唆している． 
 また，市内全域で地震が想定され，住民が地区防災計
画策定の必要性を感じないのではないかという意見を挙
げた自治体もあった．このことから，住民の地区防災計
画の要望に与える要因としては，「住民の地区防災計画
の認知」と，「住民が認知している地域の災害リスク」
であることが示唆される． 
 
b) 住民・行政側の課題 
 次に，住民側と行政側の二つの主体に跨がる課題とし
て挙げられた主な意見と考察を述べる．各自治体からの
回答を表 9に示す． 
①地区防災計画策定の停滞 
・自治会役員の交代により，地区防災計画策定の話
合いが止まる可能性がある 
 ヒアリング調査やモデル地区の報告書から，地区防災
計画の策定には 1 年以上かかることが明らかになってい
る．自治会役員，自治会長は 1 年で交代することが多い
ために，この課題が挙げられると考えられる． 
 既往研究では，地域防災力向上の取り組みは，長い時
間をかけて行われるので，行政担当者の交代により取り
組みが停滞することが多いことを指摘しているが，本研
究は，自治会役員の交代が，地区防災計画の策定を停滞
させる要因ではないかということが示唆された．自治会
における引継ぎにおいて，行政と自治会が新しく担当す
る役員をフォローすることが必要であると考えられる． 
②参加者・参加率の問題 
・防災訓練の参加率が低い 
・参加率を上げる工夫が必要である 
・地域の人が主体の防災訓練を行う必要がある 
・地域で防災活動に関わる人を確保する必要がある 
 防災訓練は，地区防災計画策定後の課題である．参加
者が少ない理由には，行政主導の訓練，参加自由の訓練
であることが挙げられている．計画の策定時に，地区の
防災に対して自発的に関わることができるようにするた
め，住民に対する地区防災計画の伝え方，防災訓練への
住民参加の工夫についても，話し合う必要があると考え
られる． 
③活動の工夫 
・住民にわかりやすい提示資料にする必要がある 
・他の自治会活動と抱き合わせて取組みを実施する 
・当事者意識を持たせるよう伝え方を工夫する必要
がある 
・地域とともに防災力を向上させる必要がある 
 地区防災計画策定中の課題である提示資料の課題につ
いては，ヒアリング調査で住民に被害想定を伝える際，
映像を用いて，住民がリスク理解を深めるよう工夫した
事例を聞くことができた．既往研究では，住民がリスク
を理解できるよう，提示資料の内容や見せ方について，
事前に打ち合わせをすることが重要であると指摘してい
るが，地区防災計画でも，計画策定を始める前に，住民
とファシリテーターで打ち合わせを行うことが重要では
ないかと考えられる． 
 住民が参加しやすい自治会のレクリエーション活動や
清掃活動，役員の参加する自治会の定例会議に，防災の
要素を組み合わせて，防災の知識やスキルを身に着けた
り，地区防災計画の策定会議を行うなど，地区防災計画
の策定そのものや策定後の防災活動には多様な方法があ
ることから，各自治会に適した方法で計画の策定，策定
後の防災活動の維持・継続に向けた取り組みを進めてい
くことが重要であることを示唆している．  
 
c) 行政側の課題 
 行政側の課題として挙げられた主な意見と，考察を述
べる． 
①他地区への波及 
 他地域にも広めたいという回答が見られた．広めるに
あたり，成果物を利用するということは，他の地区にと
っては地区防災計画策定前の課題に関係するといえる．
地区防災計画は，地域防災力向上を目的とする一つのツ
ールとして，今後普及することが期待されるため，他地
区の成果を利用することは，これから地域防災計画を策
定する地区の住民にとって，計画策定時の不安の軽減に
つながると考えられる． 
 
 本節では，地区防災計画の策定によって，自治体への
ヒアリング調査の結果をもとにまとめた．前節までの結
果をもとに，地区防災計画策定の時系列に整理した結果
を表 10及び表 11に示す．表の前，中，後は，地区防災計
画策定の時系列をしている． 
 
表9 住民・行政双方および行政側の課題  回答(要約) 
課題 
自治体 
住民・行政 行政 
計画策定の停滞 参加者・参加率 活動の工夫 他地区への波及 
つくば市   ・防災に関心のない人を引き付 
 けるには，何らかの魅力が必 
 要だ 
・地域の行事等に抱き合わて， 
 防災の話をする方が効果的だ 
・モデル地区の成果を使って， 
 他の地区へ広めていきたい． 
・モデル地区の成果を使うこと 
 で，住民は地区防災計画その 
 ものや策定方法を理解できる 
常総市  ・参加率を上げる工夫が必要だ 
・防災訓練の参観が自由なの 
 で，参加者が来ない 
・提示資料を，わかりやすく住 
 民に説明する必要がある 
・地域特性を踏まえると，全地 
 域で作らなくてはならないの 
 ではないか． 
守谷市 ・役員の交代による停滞  ・行政組織を超えた活動が必要 ・各地域特性に合った内容で， 
 最終的に各地区で持たせたい 
足立区  ・防災訓練の参加者が少ない ・市民一人一人に，当事者意識 
 を持たせるため，見せ方・伝 
 え方を工夫する必要がある． 
・最終的には全地区で策定して 
 いきたい 
国分寺市  ・防災活動に参加する人材確保 
 が慢性的な問題だ 
・防災活動に取り組む人づくり 
・地域と共に防災力向上の実現 
・自発的な防災活動に向け，行 
 政が住民を支援する必要 
・他地域でも，町会が自発的に 
 計画を策定してほしい 
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表10 住民の課題 
課題 課題例 
策定 
前 中 後 
①自治会住民 
自治会活動の低下 ○   
未加入者へのフォロー ○ ○  
計画策定への使命感・責任感  ○  
地区内のリーダーの存在 ○ ○  
②参加者 参加者の育成・確保   ○ 
③公助意識 災害対策で公助を重視 ○ ○  
④防災意識 低い防災意識・危機意識 ○   
⑤策定心理 計画策定への戸惑い ○   
⑥実効性確保 地区防災計画の検証・更新   ○ 
⑦計画の認知 住民の地区防災計画の認知 〇   
⑧計画要望 計画策定の要望 〇   
⑨地域リスク 地域における災害リスク 〇   
 
表11 住民・行政行政側の課題 
課題 課題例 
策定 
前 中 後 
①参加者・参加率 
計画策定への参加者  ○  
防災訓練参加者   ○ 
②計画策定の停滞 
自治会役員の交代による
地区防災計画策定の停滞  
○  
③活動の工夫 
行政のサポート   ○ 
提示資料  ○  
他の取り組みとセットで
実施  
○ ○ 
計画の見せ方・伝え方   ○ 
 
 
５．地区防災計画策定による地域コミュニティの
防災力に与えた成果・課題の考察 
 
 本章では，地区防災計画モデル地区報告書とヒアリン
グ調査の結果をもとに，地域コミュニティへの地区防災
計画策定の課題と成果実現までの過程を整理，考察する． 
 図2に示すように，ヒアリング調査とモデル地区報告書
の分析結果との関連性から，地区防災計画の策定が，地
域コミュニティの防災力への成果は，大きく3つの流れに
まとめることができる．以下に具体的を述べる． 
a) 成果 
①住民のリスク認知による成果の記述・指摘 
 地区防災計画策定前，住民の災害リスク認知には差が
あったが，地区防災計画策定の取り組みにおける防災勉
強会や住民同士のコミュニケーションを通して，災害リ
スクや地域の情報を認知・共有することができる．次に，
認知した災害リスクに基づいて，住民や地域における災
害時の対応行動を考えることにより，地域の防災活動の
進歩につながるとともに，災害時に行動にもつながると
いえる．防災活動が進歩したことによって，住民の防災
意識の向上につながる． 
これは，住民が地区防災計画の策定を通して，地域の
災害に対してわがこと意識を持ったことに加えて，地域
防災に対しても責任感が生まれたためだと考えられる．  
②自治会の防災体制への成果の記述・指摘 
 地区防災計画の策定前，自治会は，自治会活動の低下
や，それに伴って災害時に地区の防災活動が機能しない
恐れがあることが課題として挙げられていた．地区防災
計画の策定によって，地域防災について考えたことによ
り，地区における防災活動の進歩につながり，災害時に
地区において防災活動が機能することにつながることで 
地域住民の防災意識の向上にもつながるといえる． 
③住民の防災意識向上に関する記述・指摘 
 地区防災計画の策定前，策定中に，住民や地域コミュ
ニティには，防災対策において公助を重視する認識があ
ったが，地区防災計画の策定において，地域コミュニテ
ィが，災害対策における自助・共助・公助の役割と，自
助・共助の重要性を認知するとともに，地域コミュニテ
ィにおいて自発的に災害時の対応行動を検討したことに
より，防災意識の向上につながるといえる． 
 地区防災計画の策定による防災勉強会や話し合いを通
して，地域コミュニティにおいて，地域防災に対するわ
がこと意識や責任感が生まれたものと考えられる． 
b) 課題 
 本項では，地区防災計画策定において，地域コミュニ
ティの防災力に及ぼす課題について述べる． 
①地域防災活動の継続に関する記述・指摘 
 具体的には，地域コミュニティにおける，地区防災計
画の検証，地区防災計画の見直し，地域防災活動の維
持・継続，具体化・浸透である．住民への課題は，防災
活動参加者の人材育成，住民の自発的な防災活動の実現
である． 
 これらの課題は，地域コミュニティにとって，地区防
災計画を策定そのものが目的だと考えるために生じると
推測される． 
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 地区防災計画の検証は，災害時に地域の防災活動が実
効性を持って機能するために，重要なことである．また，
地区防災計画の策定をきっかけに，計画策定に関与して
いない住民に対する防災意識の啓発が重要な課題である． 
地域防災活動の継続に向けては，地域において課題に
挙げられている他の取り組みとセットで防災に関する活
動を行うことと関連するが，地域コミュニティでのイベ
ントを通して，地域全体への防災の向上と対策行動の実
施に向けた活動を自治会で行うことが必要ではないかと
考えられる． 
②参加者・参加率の問題に関する記述・指摘 
 住民が自発的に地域の防災に対して参加意欲を促すに
は，地区防災計画の策定時に，住民への見せ方，伝え方
についても議論する必要があると考えられる．地域で，
地区防災計画に基づき，平常時の防災活動を実施するの
が困難なことも想定され，人材育成・発掘や，防災活動
の助言の面で，計画策定後も行政と連携することが必要
であると考えられる．地区防災計画の策定，策定後の防
災活動への住民参加の手法は多様であることから，各自
治会の地域性に合わせ，無理のない方法で進めていくこ
とが重要だといえる． 
 
 
６．結論と今後の課題 
 
 最後に本研究の結論と今後の課題を論じる． 
 地区防災計画策定による住民への成果は，自分の住む
地域の認知，地区における防災活動の進歩，住民の意識
向上である．また，災害時の対応行動の検討により，地
区の防災活動の進歩につながる．行政への成果は，住民
の知る地区の詳細な危険個所の情報の認知，地区防災計
画が地域防災計画に位置付けられることにより，地域防
災計画に基づく対応ができることである．一方，課題は，
住民，行政だけではなく，住民・行政双方に関わる多く
の課題があることが明らかになった． 
 地区防災計画策定による地域コミュニティの防災力へ
の成果は，住民のリスク認知による成果，自治会の防災
体制への成果，住民の防災意識の向上の 3 点である．一
方，地域防災活動の継続が大きな課題であり，自治会に
おける防災活動を，自治会内の別の催事と組み合わせて
行うなどにより，防災活動参加者の増加を図るなどの工
夫が必要である． 
 本研究の課題としては，内閣府が主導する地区防災計
画を主体に，行政側へのヒアリングと内閣府モデル地区
報告書の成果を元に分析している．地区防災計画そのも
のの内容の分析し，住民側にとって，地区防災計画を策
定する意義・成果を把握する必要がある．今回の調査で
は行政へのヒアリングに留まり，地区防災計画策定に対
する行政側の期待が表明される傾向にあったが，今後，
住民に定量的調査を実施し，本研究で得られた知見を検
証することが必要と考える．また，地区防災計画を策定
した自治体と計画を策定しようとしても策定できない自
治体等との地域比較を行う必要があると考える． 
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